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Abstract 

Helicon plasma is a high-density (number density ~ 1019 /m3) and low-temperature (electron temperature ~ a few 

eV) plasma generated by the helicon wave, i.e., electromagnetic whistler wave in a bounded plasma. Helicon plasma 

is useful for various applications including plasma processing and electric thrusters. On the other hand, there remain a 

number of unsolved fundamental issues regarding how the plasma is generated. As a first step to understand the 

helicon plasma production mechanism, we have investigated the helicon wave propagation, mode conversion, and the 

wave damping under circumstances relevant to actual laboratory experiments. 

 

1. はじめに 

ヘリコンプラズマは、高周波領域 (ωLH：低域混成周波数<<ω<<ωce：電子サイクロトロン周波数) のヘリ

コン波を用いることによりアルゴン等の中性ガスを電離して得られるプラズマである。比較的容易に低温

度（電子温度〜数eV程度）、高密度(~1019m−3)なプラズマが得られるため、高効率プラズマ源として基礎実

験、核融合、プラズマエッチングなどの幅広い分野に応用されている(1)。また、高い比推力が求められる

電気推進機関への応用が期待されている(2)。特に電気推進機関への応用では、外部RF電極によりヘリコン

波を励起するため電極がプラズマに非接触であり、したがってプラズマによる電極摩耗はない。よって、

寿命を飛躍的に延ばすことができ、今まで考えられなかったような長期宇宙ミッションが可能となる。ヘ

リコン波を用いた無電極プラズマ生成は、安定に高密度・低温度プラズマが得られることが実験的にほぼ

確立している(3), (4)。一方、ヘリコン波によるプラズマの生成機構には未だ未解明の部分が多く残されてい

る。基本的には、波動の電場により電子が加速され、これが中性粒子と非弾性衝突をすることによりカス

ケード的に電離が進むことが予測されている。ヘリコン波研究初期には、ヘリコン波による衝突減衰とラ

ンダウ減衰が考えられたが、これらは高効率のプラズマ生成を説明するには不十分である(5)。より高効率

の波動減衰、したがってプラズマへのエネルギー供給をもたらすための有力なシナリオとして、背景プラ

ズマ密度の非一様性のためにヘリコン波がTG（Trivelpiece-Gould）波（運動方程式において電子慣性効果を

考慮する事により得られる、短波長で準静電的な波）へとモード変換され、これが早い時間スケールで減

衰するシナリオ（流体的モード線形変換モデル）が考えられている(6)。しかしながら、散逸を含めたヘリ
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コン波の線形解析より、モード変換、すなわちTG波の励起はプラズマ中の散逸に大きく依存する事を示唆

する結果が得られている(7)。したがって、ヘリコン波が散逸プラズマ中でどのくらい程度TG波へモード変

換するのか、またTG波による加熱がどのくらい重要なのか、を定量的に評価する必要がある。これらを踏

まえ、実際のヘリコンプラズマ生成実験に用いられる典型的なパラメータ条件下で、ヘリコン波からTG波

へのモード変換効率、および ヘリコン波とTG波の散逸効果による波動減衰を流体シミュレーションによ

って定量評価することが本稿の目的である。 

 

 

2. 非一様密度プラズマ中のヘリコン波、TG波の分散関係 

 

 2.1 基礎方程式 

 ヘリコン波動の基礎方程式(SI単位系)は以下である。ここでは簡単のために、(1) 直交座標系(x-y-z)とし

て取り扱う、(2) ヘリコンプラズマを流体として捉える、(3) 高周波領域(ωLH<<ω<<ωce)の波動を考慮する

ため、これによるローレンツ力にイオンは追従できず静止していると仮定し、電子の運動のみを考慮する、

(4) ゼロ次の磁場は空間的に一様、(5) 散逸効果としては静止している中性粒子との衝突のみを考慮する、

(6) プラズマ圧力項、変位電流項は無視できるほど小さい、(7) 波動の線形項のみが重要、の各項目を仮定

する。 

・マクスウェル方程式 

 

 

 

 

・電子の運動方程式 

 

 

ここで、n:プラズマ密度、me:電子の質量、e:素電荷、μ0:真空の誘電率、ν:中性粒子－電子間衝突周波数、j:

電流密度、ue,E,B:速度、電場、磁場であり、電場、磁場は B,E＝E(x),B(x)expi(kzz-ωt)で変化する一次の振動

量である。波数 kは k=kx +kzとし、それぞれ(円柱プラズマに対応させて考えた場合の)軸方向波数:kz=kcosθ、

径方向波数:kx=ksinθとする。θは背景磁場方向（z方向）に対する伝搬角である。背景磁場方向に伝搬する

波は右回り円偏光（電子のみを考慮した場合）となり、ω=ωceで共鳴し、波数は無限大となる。一方、背

景磁場に対し角度 θを持つ波は楕円偏光となり、θ=π/2に近づくにつれ、準静電的な波動成分を持つように

なる。(1),(2),(3)を時間 t及び z方向に関してフーリエ変換して連立させると、以下の分散関係式が得られる。  

 

 

 

ここで、ωは波動の角周波数である。衝突がない場合 (ν=0) の分散関係を図 1と図 2に示す。 
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図 2は、ωを一定とした場合の kz と kx の関係である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

実験室プラズマの多くの場合、背景磁場方向(z方向)の波動は、境界条件によって固定される定在波となる

ため、kz=kz
*（定数）とする。また波動の角周波数も外部高周波電源からの入力として固定されている。こ

れらを固定する条件下では、図 2からわかるように、kxの小さいものと大きいものの 2つの解が得られる。

波数の小さいものをヘリコン(Helicon)波、波数の大きいものをTG波と呼ぶ (以下、それぞれの波数を kH, kTG

と表記する)。ヘリコン波は背景磁場に対して斜め伝搬の電磁波であり、群速度ベクトルの x成分は位相速

度の x成分と同符号である。一方、TG波はヘリコン波よりも背景磁場に対して垂直に近い方向に伝搬する

準静電的波動であり、群速度と位相速度の x 成分は逆符号である。波数の大きい TG波は、散逸による影

響をヘリコン並みよりも大きく受けて減衰する。 

また、図 2-(1),(2),(3)はそれぞれ異なるプラズマ密度に対する分散関係である。kz を固定した時、低密度

(3) n=2.0×1017[/m3]においては TG波解のみが得られ、密度(2) n=8.0×1017[/m3]においてはヘリコン波、TG波

の解が得られる、図 2-(1) n=1.0×1018[/m3]においてヘリコン波、TG波 2つの解は一致し、それ以上の高密度

領域ではヘリコン波、TG波共に解は得られない。 

 

 2.2 非一様密度プラズマ中のヘリコン波、TG波の分散関係 
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kH: Helicon kH: Helicon kH: Helicon 

kTG: TG kTG: TG kTG: TG 

n=nup n=nup n=nup 

n=nlow n=nlow n=nlow 

a a a b b b c c c 

3-1:ν/ω=0 3-2:ν/ω=0.01 3-3:ν/ω=0.05 

図 3. プラズマ密度プロファイルとヘリコン波、TG波の x方向波数の関係. 

 

図 1. 分散関係[ω-k]. 図 2. 分散関係[kz-kx] 

(1)n=1.0×1018[/m3], (2)n=8.0×1017[/m3], (3)n=2.0×1017[/m3] 
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 図 3 に、周波数 ω,軸方向波数 kzを固定し、x 方向にプラズマ密度の非一様性を与えた時の、散逸がない

場合(ν=0)、散逸がある場合(ν≠0)のヘリコン波、TG波の分散関係を示す。ヘリコン波、TG波それぞれの解

の有無によって、プラズマ密度領域は (1)領域 a: TG波のみ伝搬できる領域、(2)領域 b: ヘリコン波、TG波

共に伝搬できる領域、(3) 領域 c: ヘリコン波、TG波共に伝搬できない領域、の特徴的な 3つの密度領域に

分ける事が出来る。また散逸がない場合(図 3-1)には、密度 n=nupの点でヘリコン波と TG波の解は完全に一

致する。ここで、領域 b のある点からインプットされるヘリコン波の伝搬を考える。すると、低密度領域

から高密度領域へ伝搬するヘリコン波は、n=nupの点で最も効率よく TG 波へとモード変換し、さらにモー

ド変換によって生じた TG 波が低密度領域へ伝搬する過程で散逸により強減衰し、プラズマを加熱する、

というシナリオを説明する事が出来る。低密度領域で直接励起される TG 波についてはその大きな波数の

ため、プラズマ表面のみでしか加熱に関与しない。 

散逸がある場合(図 3-2,3)には、n=nupの点においてヘリコン波と TG 波のブランチは分離し、2 つの解は

完全には一致しない。また、散逸が大きい場合には分離する幅も大きくなる。これらの物理的意味は以下

の通りである。 

・散逸のため、ヘリコン波から TG波へのモード変換効率は低下する。 

・プラズマ密度の非一様性によりヘリコン波の一部は TG 波へモード変換され、残りはエバネッセント波

として高密度領域へ侵入するようになる。 

・散逸が大きい程、ヘリコン波は TG波へモード変換しにくくなる。 

従来のシナリオにおいては、上記のような散逸による加熱構造の変化については議論されていなかった。

本稿では流体シミュレーションによってこれらを定量評価する。また、流体シミュレーションにより得ら

れた解の fittingのために、微分方程式による解析解を用いる。 

 

3. 計算モデルと手法 

 

 3.1 計算モデル 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ωpe/ωce 64.2~391 PAr 0.75~3.0[mTorr] 

ωce/ω 10.3 Te 3.0[eV] 

ν/ωce 0.02~0.1 B0 0.005[T] 

図 4. 実験装置(ISAS/JAXA)とパラメータ設定. 

表 1.物理量パラメータ. 
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 計算モデルは、スケールパラメーターとして ISAS/JAXA のヘリコン生成装置(直径 d=0.738[m]、軸径

z=4.86[m]の円筒チャンバー)を参照する。ここでは簡単のため 2.1 で述べた項目に加え、 (8)軸方向波動は

単一モードの定在波構造をとるとし、軸方向波数 kzは実際の観測値
(3)に近い値を使用する(kz=6.25[/m])、(9)

領域 b の低密度領域から単一モードのヘリコン波が入力する、 (10)プラズマ密度プロファイルは

n(x)=(nmax-nmin)[x
2/L2]+nmin (nmin=1.0×1018[/m3], nmax=6.1×1018[/m3])で与え、時間的に変化しない、(11)壁面にお

おける境界条件は自由境界とする、と仮定する。 

 

 3.2 流体シミュレーション 

 差分法として FDTD法を用いて、(1), (2), (3) の連立方程式系を解く。ただし、背景磁場方向(軸方向伝搬

)に関しては、Transverse(x 方向伝搬)モードに比べ波数が十分小さく(kz<<kx)、プラズマの加熱には関与しな

いと考えられる。さらに波長が長い(λz>>λx)ため、軸方向に長いシステムを考えなければならないので、シ

ミュレーションの計算コスト増大にもなる。したがって、FDTD 差分において z 方向空間微分をフーリエ

変換(∂/∂z→ikz)し、kzを固定する事により、2 次元的な斜め伝搬(Helicon 波,TG 波で伝搬方向が異なる)波動

を 1次元で再現する。 

 データ解析は、ヘリコン波、TG波の複合波動(実際の波動は+Helicon,－Helicon, +TG,－TG計 4つの線形

結合として表わされる)を、線形分散関係を基に、以下のように電磁場成分を各密度地点でモード分解し、

行う。 

  

 

 

 

 

ここで、          は各モードの相対的な振幅比を示している。右辺の各成分ベクトルは、

線形分散関係より得られる、各密度地点におけるそれぞれの固有モードベクトルである。これと流体シミ

ュレーションにより得られる各成分の値を比較することにより、各モードの振幅比を一意的に求める。 

 

 3.2 解析的手法 

マクスウェル方程式(1),(2)、電子の運動方程式(3)に密度関数 n(x)を直接代入、z方向にフーリエ変換し kz

を固定する事により、磁場 B の xに関する以下の微分方程式を得る。 

微分方程式 
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境界値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

微分方程式(7),(8)は、2階連立微分方程式の境界値問題として解く事が出来る。また式 (6) は (7), (8) と

非独立であり、計算精度のチェックのために用いる。境界値は (9) に示すように、4 つの固有モードベク

トルの線形結合で書ける。境界値を決めるにあたっては、モード比 (α) を定める(図 5)。境界 x=0[m]の点

でモード比は任意とし、境界 x=0.369[m](エバネッセント領域であり、ヘリコン波の振幅が完全に 0ではな

いところ)において、ヘリコン波のみのモード比を α+H=1とする (散逸がない場合には α+H=α+TGとなるので、

α+H=α+TG=1 とする)。微分方程式を境界 x=0.369[m]から解くことにより、プラズマ密度の非一様によるモー

ド変換を含む、より精確な解析解を求める。 

4.計算結果 

4.1 モード変換機構と従来のシナリオ 
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図 5. 境界値の設定. 
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図 6. 左側：波動分布,右側：エネルギーフラックス分布(  :シミュレーション結果,  :解析解) 
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 図 6の左側は、シミュレーションを始めて十分な時間が経過した後での Bzの分布（波動成分のみを示す）

である。右側はその時のエネルギーフラックスの x 成分{fx=(E×B)x}の分布であり、実線：シミュレーショ

ン結果、点線：解析解である。図 6-1は散逸がない場合であり、図 6-2は微小な散逸がある場合(ν/ω=0.005)

である。 

エネルギーフラックスの分布図より、シミュレーション結果は多小の数値振動が見られるものの、解析解

と良く一致している事がわかる。図 6-1より、散逸がない場合には、x=0の点でヘリコン波と TG波のエネ

ルギーフラックスの値が一致している事から、入力したヘリコン波はすべて TG 波へモード変換している

事がわかる。またエバネッセント領域(領域 c)において、波動分布は存在するがエネルギーフラックスの値

は 0 である。これは、図 2(散逸がない場合の分散関係[kz-kx])における群速度ベクトルの方向をみてわかる

ように、n=nupの点に近づくにつれ群速度ベクトルの x成分は 0となるため、実質的にエバネッセント領域

へのエネルギー流入がないためである。図 6-2 より、微小な散逸がある場合には、入力したヘリコン波は

殆どすべて TG波へモード変換し、モード変換により生じた TG波が高密度領域から低密度領域へ伝搬する

過程で強減衰している様子がわかる。この結果は、従来考えられてきたシナリオに近い結果である。しか

しながら、ここで用いた微小散逸の大きさ(ν/ω=0.005)は、表 1 における実際の実験で想定され得るパラメ

ータに比べ非常に小さい。次は、散逸の大きさを実験条件に近づけていくとモード変換効率がどのように

変化するか、考察する。 

 

4.2 モード変換の散逸依存性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ν/ω Helicon flux [×10-4W/m2] TG flux [×10-4W/m2] Mode conversion efficiency [%] 

   Simulation Analysis 

0 2.472 -2.379 96 99 

0.01 1.205 -0.695 58 51 

0.02 0.852 -0.257 30 25 

0.06 0.337 -0.015 4 3 

図 7.評価方法の例(ν/ω=0.005) 
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表 2.散逸の大きさとモード変換効率 
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表 2にヘリコン波から TG波へのモード変換効率の散逸率依存性を示す。ここで注意したいのは、実際

には n=nup付近において最も効率よくモード変換が起きており、逆にいえば密度の非一様性があればどこで

もモード変換は起こり得る、という事である。このようなモード変換点の位置の不確定性のため、厳密に

モード変換効率を定義する事は難しいが、とりあえずの評価方法として図 7に示すように、2項式を用い

たスムージングにより数値的擾乱を取り除き、TG波のエネルギーフラックス分布のピーク地点(TGpeak point)

を評価点とし、評価点において fx(TG)/ fx(Helicon)を計算することにより、モード変換効率を評価する。 

 表 2より、散逸がない場合(ν/ω=0)にはほぼ 100%のモード変換効率であるが、実験条件値に満たない微小

な散逸(ν/ω=0.01)を加えただけで、モード変換効率は急激に低下する。実験条件での散逸の大きさの最小値

である ν/ω=0.02では 30%程度にまで低下している。また、ν/ω=0.06ではモード変換はほぼ起こらないもの

と考えられる。したがって、今想定している条件下では、モード変換により生じた TG 波がプラズマの加

熱に有意に働くのは ν/ω<0.01 程度の場合までである。最後に、TG 波へ変換されないヘリコン波のエネル

ギーはどうなるのか、また、散逸によりシステム全体としての加熱の構造はどう変化するのか、について

見ていく。 

4.3 散逸効果によるプラズマ加熱構造の変化 
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 ここでは散逸効果によるヘリコン波、TG波の波動減衰を評価する。評価方法として、図 9に示すように、 

x>TGpeak pointにおけるヘリコン波の波動減衰は、モード変換による減衰を差し引いたものとする。 

 図 8 はエネルギーフラックス分布を示したものである。微小な散逸がある場合、図 8-1 より、モード変

換によって生じた TG 波がシステム全体で減衰している。また、ヘリコン波はエバネッセント波として高

密度領域に流入しているおり、プラズマ中心(n=nup)付近でのヘリコン波の減衰量が大きい。これは、TG波

へ変換されなかったヘリコン波が高密度領域へ伝搬し、この付近でのヘリコン波の波長は TG 波と同程度

の短波長であるため、急速に減衰するものと考えられる。ある程度の散逸がある場合、図 8-2 より、シス

テム全体での TG波の減衰量は小さい。これは表 2で示したようにモード変換効率自体が 30%以下であり、

モード変換によって励起される TG波のエネルギー量が少ないためである。また、プラズマ中心(n=nup)付近

でのヘリコン波の減衰量が大きい。散逸が dominantになると、図 8-3より、モード変換によって生じる TG

波は殆どなく、ヘリコン波がシステム全体で減衰している。しかしながら依然としてプラズマ中心(n=nup)

付近でのヘリコン波の減衰量が大きい。散逸が非常に大きい場合は、図 8-4 より、システム全体でヘリコ

ン波が減衰する。このように、散逸の大きさによって波動減衰の分布、すなわちプラズマの加熱の構造は

以下の 3つの特徴的な場合に分類する事が出来る。 

1.散逸が小さい場合(ν/ω<0.01) 

 モード変換機構が有意に働き、モード変換によって生じた TG波がシステム全体を加熱する。また、

短波長のヘリコン波がプラズマ中心を加熱する。 

2. 散逸が dominantな場合(0.02<ν/ω<0.06) 

モード変換、TG波はプラズマの加熱に殆ど関与しない。主に、高密度領域の短波長のヘリコン波が

プラズマ中心を加熱する。 

3. 散逸が非常に大きい場合(ν/ω>0.06) 

入力のヘリコン波がシステム全体を加熱する。 

以上の結果より、従来のモード変換理論で説明されなかった散逸の大きさによるモード変換効率の低下、

プラズマの加熱構造の変化を定量的に示す事が出来た。 

 

5. まとめ 

 

 本稿では流体シミュレーションおよび線形理論により、散逸の大きさによりプラズマの加熱構造がどの

ように変化するのかを定量的に議論し、特徴的な 3 つの場合について分類した。散逸が小さい場合は、従

来のシナリオで説明されるように、入力のヘリコン波が高密度領域で TG 波へと高効率にモード変換し、

モード変換によって生じた TG波が有意にプラズマを加熱する。散逸が dominantな場合には、モード変換、

TG波はプラズマの加熱に殆ど関与せず、短波長のヘリコン波がプラズマ中心部を加熱する。散逸が非常に

大きい場合には、長波長のヘリコン波も加熱に関与し、入力のヘリコン波がシステム全体を加熱する。実

際の実験条件下 (0.02<ν/ω<0.06) においては、モード変換によって生じた TG波はプラズマの加熱に関与せ

ず、主に高密度領域の短波長のヘリコン波がプラズマ中心を加熱すること、また散逸が大きい場合には、

入力ヘリコン波がシステム全体を加熱する、という結果が得られた。これらの結果は、衝突による散逸効
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果において TG 波がプラズマ加熱において重要な役割を担っている、というこれまでのシナリオと異なる

ものであり、入力ヘリコン波のみによって十分にプラズマを加熱できることを示唆する。  

 上の結果は、いくつかの理想環境の下[仮定(1)~(11)]で得られた結果である。今後さらに、より現実的な

シミュレーションモデルに近付けるために、(1) 円柱座標系(r-θ-z)として取り扱う、(2) ゼロ次の磁場の空

間非一様性を考慮する、 (3) 波動－粒子間相互作用を含んだ粒子シミュレーションを行う、(4) 衝突ある

いは無衝突（ランダウ減衰、サイクロトロン減衰）の効果を粒子加熱含め定量的に示す、(5) 電離、再結合

過程によるプラズマ密度の時間変化(分散関係の時間発展)を考慮する、(5) プラズマ初期の状態から定常状

態までを追う、などの各項目を段階的に進めていかなければならない。さらに実験との比較を考え、実際

の実験装置系（境界条件、アンテナ形状、磁場配位など）に合わせたシミュレーションを行う事が必要不

可欠である。本研究は、実験室ヘリコンプラズマ生成をモデル化する事によって、ヘリコンプラズマの最

適化の提案、ひいてはヘリコンプラズマの更なる実用化、利用範囲拡大を牽引する事が目的である。 
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